
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

作成年月日 令和 6年 8月 23日 担 当部 署 都市整備部 河川海岸砂防課

※以下は令和 6年 3月 31 日デ耳存 の内ハ ですハ

2 法人等の概要

3 役員数
(単位 :人 )

4 職員数
人 )

法 人 名 マリーナ上越 株式会社

代 表 者
代表取締役社長 中川 幹太

□ 常 勤   ■ 非常勤 ロ プロパー  ■ 市兼務  □ その他

所 在 地 新潟県上越市春日新田 4丁 目30番 1号

設立年月日 平成 H年 2月 8日

資 本 金 50,000千 円 市出資割合 54,0%

設 立 目的
海洋レジャーの振興と不法係留を防止し、適正な河川利用を推進するとともに、

海洋レジャーの拠点として上越地域の発展に寄与するため。

主 な 事 業

(1)モーターボート、和船等の船艇の保管

(2 ガノリン、軽油等の燃料の販売
(働 小型船舶検査機構の委託に基づく検査事務の代行
に)小型船舶操縦士国家試験受験のための講習会の開催
(働 損害保険の代理業

常勤 非常勤 計
内訳

プロパー 市兼務 その他

取締役 1 5 6 1 1 4

監査役 0 1 1 0 0 1

計 1 6 7 1 1 5

内訳

プロパー 市兼務
計

0正社員 1 1

その他 6 6 0

7 0計 7
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5 事業実績 (概要)

【第 26期 (令和 5年度)の経営状況】

・ 第 26期の売上高は、揚降料売上が前期から254千円減少したものの、艇置料の売上増加及び

燃料費等の価格高騰に伴う給油・修理等の売上が増加したことから、前期と比較して 885千

円増加 (1.1%の増)の 80,930千 円となりました。

・売上原価は、燃料費等の価格高騰により、前年比 584千 円増加 (2.6%の増)の 22,739千 円と

なりました。

・販売費及び一般管理費は、燃料費や水道光熱費、備品消耗品費など経費の縮減に努めた一方、

減価償去「費、修繕費の増加のほか、作業員が増員したことによる給料や福利厚生費が増加し

たことにより、前年比2,269千 円増加 (4,2%の増)の 55,920千 円となりました。

・結果、経常利益は2,387千 円、最終的な当期純利益は 1,182千円となり、22期連続での単年

度黒字を達成し、繰越利益乗J余金は52,034千 円となりました。

【第 26期 (令和 5年度)の主な取組】

・ 前期に引き続き、船艇保管の契約を積極的に行い、利用者の確保に取り組んでまいりました。

・経費の節減に努め、支出の抑制に取り組みました。

【契約状況の推移】

(単位 :隻 )

船艇保管の契約状況は、当期末現在では、前期末から1隻減の 219隻となりました。

区分
第 24期

(令和4年 3月 31日 )

第 25期

(令和5年 3月 31日 )

第26期

(令和6年ご月31日 )

上越市内 87 85 83

上越市内を除く県内 9 9 8

県外 120 126 128

合計 216 220 219
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項  目
第 24期

自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月 31日

第 25期

自 令和 4年 4月 1日

至 令和 5年 3月 31日

第 26期

自 令和 5年 4月 1日

至 令和 6年 3月 31日

損
益
計
算
書

売上高 78,162 80,045 80,930

売上原価 30,512 22,155 22,739

売上総利益 47,649 57,890 58,192

販売費及び

一般管理費
46,338 53,651 55,920

営業利益 1,311 4,239 2,271

営業外収益 2,120 1,640 1,591

営業外費用 1,196 1,284 1,475

経常利益 2,235 4,595 2,387

特別利益 0 0 0

特別損失 0 0 0

税引前当期純利益 2,235 4,595 2,387

法人税等 1,373 1,744 1,206

当期純利益 862 2,851 1,182

項  目 令和 4年 3月 31日 現在 令和 5年 3月 31日 現在 令和 6年 3月 31日 現在

貸
借
対
照
表

資 産 202,381 213,483 216,014

負 債 104,379 112,630 113,979

純資産 98,002 100,853 102,034

50,000 50,000 50,000

48,002 50,853 52,034

0 0 0

6 財務状況 (税抜 )
(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。
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内訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

① 0 0 0

② 0 0 0

③ 0 0 0

④ 0 0 0

⑤ 0 0 0

計 0 0 0

フ 市からの財政支出等

(1)委託額 (税込)

(鋤 財政援助額 (税込)

8 市以外からの補助金・助成金等

(¬ )受給額 (税込)

9 今後の経営計画等

(1)次期事業計画

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

・第27期 (令和6年度)は、売上高81,960千 円、経常利益2,960千円を目標とし、第26期に引き続

き次の取組・事業を強化する。

① 釣り具屋等への営業活動を積極的に行い、新規利用者の確保、船艇の入れ替え等による売

上の増加を図る。

② 艇置料、揚降料、燃料代などの収入を適正に確保するとともに、経費の支出を極力抑える。

な し

内訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

① 補助金 (助成金)
エネルギー価格高騰支

援金

0 0 400

0 0 400

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 0 0 400

内訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

① 0 0 0

② 0 0 0

③ 0 0 0

④ 0 0 0

⑤ 0 0 0

計 0 0 0

(21中長期経営計画
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10 令和 6年度 経営状況の分析・評価

(1)第ニセクターの経営状況の分析 B評価のフローチヤー ト

※「第ニセクターに対する関与方針」から抜粋

D
債務超過に陥つている、又は、資本金の 50%を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

↓いいえ

C 3期連続の赤字であるか

↓いいえ

B 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか

は ヤヽ

外部専門家に見解を

求める

は ヤヽ

は ヤヽ

↓いいえ

A 現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

フローチャー トによる評価 A

【特記事項】

特になし

Bか らD評価の法人は121へ

フローチャー トによる評価基準 備考

A 経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行 う

B 法人の経営の持続可能性に懸念がある

経営健全化の可能性について、外部専門家
に見解を求める

C 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である

D 債務
超過に陥つている、又は、

資本金の 50%を超える累積欠損金がある
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第 26期  事 業 報 告
(令和5年 4月 1日から令和6年 3月 31日まで)

1 事業の概要
施設につきましては国土交通省などの協力を得て、泊地、管理棟、給油設備、修理

工場、ボートヤード、駐車場などの整備を 14年中に終え、船の上下架に使用する固定

式クレーン、移動式クレーン、フォークリフトなどマリーナの営業に必要な機器等を

備えた近代的マリーナとして開港してから実質営業年度で 22年 目をむかえました。

当期も前期に引き統き保管予約及び契約を積極的に行い利用者の集約を進めました。

第 26期の損益につきましては決算にて詳細に報告いたしますが、実質的営業の 22

年目は、開港以来 22期連続で黒宇決算とすることができ純利益として 1,181,546円 を

計上することができました。

2 会社の概要
(1)登記事項
・登記日  平成 11年 2月 8日設立登記
・商 号  マリーナ上越株式会社
・本 店  上越市春日新閣 4丁目 30番地 1
。その他記載事項  定款記載事項による。

(2)主要な事業内容
・モーターボート、ヨット、和船等の舟艇の保管、販売、賃貸及び修理

・ガソリン、軽油等の燃料の販売

(3)株式の状況
・発行する株式の総数

・発行済株式の総数

・ 1株の金額
。当期末株主数

(4)契約状況(令和 6年 3月 31日 現在)

4,000株
1,000株
50,000円
18名

契約総数 市内 県内 県外 備  考

219 83 8 128
参考 :長野県 107

(その他 21)

構成比率 38% 4% 58%

-6-



第 26期

決 算 報 告 書

和

　

和

令

　

令

5年

6年

4月   1日 から

3月  31日 まで

●

“
7(C

マ リ ー ナ 上 越  株 式 会 社
(法人番号 :5■ 0001019437)

(:

Q56440
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マ リーナ上越 株式会社 賞 借 対 照 表
代

薯中川 幹太
令和 6年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

●“T鼈
Q56440

対

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部 )

と流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

売    掛    金
棚   卸  資   産
未 収 入 金
立    替    金

II固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建         物
構    築    物
機 |サ父 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土        地

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
出   資    金
リ サ イ ク ル 預 託 金

ⅡI繰 延 資 産

( と56,949,438
148,665,659
5,955,250
1,966,469
76,800
285,260

(

(

59,064,222
58,997,472
41,976,464
3,599,698

13,

421
000

2

4
304
000

( 30,000
30,000

( 36,750
30,000
6,750

( 0

(負 債 の 部 )

I流 動 負 債
買    掛    金
未 仏 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預    り    金

H固 定 負 債

特 別 修 繕 引 当 金
預  り 保  証  金

( 5,

2,

2,

840
858
425
333
174
47

060
992
100
800
400
768

( 発08,139,200)
57,120,000
51,019,200

負 イ資 の 部 合 計 113.979.260

I

l

純 資 産 の 部 )

株 主 資 本
資    本    企

2.資
'本  系ll 余  金

3.利 益 剰 余 金

(1)そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

H評 価 ・ 換 算 差 額 等

II新 株 予 約 権

( 102,034,400)
50,000,000

( 0)

(

(

52,034,400)
52,034,400)
52,034,400

( 0)

( 0)

締 奮 産 の 都 合 計 lo,_rⅢR4 4∩∩

資 産 の 部 合 計 216.013.660 負 優 ・ 純 資 産 の 部 合 計 216.013.660
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マリーナ上越 社
損 益 計 算 書 令和 5年 4月  1日 から

令和 6年 3月 31日 まで

円 )

金 額科 目

80,930,474

l,671,311
28.034.07823,034,078

48, 524, 620
000
854
000

４

０

６

９

９

３

４

０

６

７

９

４

１

80,930,474

22.738.920
58,191,554

ら5.920.31055.920,310
2,271,244

1,590,977

1,475,0001,475,000

2,924
1,588,053

0

0

2,387,221

0

0

2,387,221
1.205.675l.2051675
1.181.546

売    上    高
れ蓮・ 置  料  売  上
揚  降  料  売  上
給油 。修理 。その他売上

用 地 賃 貨 料 収 入

価
高

高

計

高

益

原
卸

入
　

卸

利

棚

仕

　

棚

総

上
首

品

　

末

上

売

期
商

合

期

売

費
費

益

理
理

管
管
般
般

利

一
一

び
び
及
及

業

費
費
と寛
士第

販
販
営

益

金

入

当

収

配び

外

及
収

自

業
利取

営
受
雑

Ⅳ

V営 業 外 費 用

雑    損    失

経   常  利

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

当  期  純  利  益

男

月

利

利

男

男

損

損

失

失

益

益

益
Ⅵ 特
特

Ⅶ 特
特

●

置
T(C
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マリーナ上越 株式会社

販売費及び一般管理費の計算内訳

令和 5年 4月  1日 から
令和 6年 3月 31日 まで

(単位 :円 )

科 目 額金

与
費
費
酬
与
与
費
費
費
料
賃
費
費
費
費
課
費
料
費
費
費
費

給
伝
達
報
給
賞
利
　
却

ス
家

　
　
逓
熱

公
際
　
鶴
諸

員
宣
配
　
員
員
福
生
償
　
　
繕
料
交
光
　
変
険
　
　
会

肖

業
告
送
員
務
業
定

　
価

．
代

　
　
信
道
税
待
　
脚
理

作
広

発
役
事
従
法
厚
減
り
地
修
燃
通
水
租
接
保
備
管
諸
雑

6,891,201
58,000
18,218
4,750,000
5,702,911
2,637,500
1,826,146
1,467,043
2,744,970
653,100
11,195,295
7,593,233
522,627
413,911
2,612,954
762,580
11,058
1,954,540
748,482
2,808,686
41,400
506,505

討・合 55,920,310

゛

●

“
TKC

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

令和 6年 3月 31日 現在    (単位 :円 )

科 目 金 額

商 1,966,46υ

合 計 1,966,469

Q56440
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マツーナ上越 株式会社
株 主 資本等変動計 算書 令和 5年 4月  と日から

令和 6年 3月 31日 まで
(単位 :円 )

ぐi

I株  主  資
1.資   本

本
金
当翔首残高
当翔変動額

当翔末残高

金

金

金
当期首残高
璃期変動額
当期純利益

当期末残高

50,000,000
0

50,000,000

利

そ
繰

益 剰 余
余

余脚脚
他
用
の
越

1.181.546

50,852,354

1,18と ,546
52,034,400

その他利益第l余金合計
当期首残高

当翔変動額

当翔純利益

当期末残高

1,1811546

50,852,854

1,181.546
521034,400

株 主 資 本 合 計
当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期末残高

1,18と ,646

100,352,354

1,181,546
102,034,400

H 評価・換算差額等
当其B首残高

当期変動額

当期末残高

０

０

0

剛 新 株 予 約 権
当翔l首残高
当夕胡変動額

当期末残高 0

純 資 産 の 部 合 計

当期首残高

当期変動額

当期純矢ll益

当期末残高

100,852,854

1118と ,546 1 181 546
102,034,400

●

●T●
T(C
Q56440
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個 別 注 記 表
マリーナ上′

す
逆 株式会社

令和 5年 4 か ら1

で

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1,固定資産の減fl術債却方法
(1)有形固定資産

定率法又は旧定率法を採用しておりますっ
ただし、平成10年4月 1日 以後に取得した建物 (附属設備を除く)については十日定額法、平成19年 4月 1日
以後に取得した建物 (附属設備を除く)については定額法を採用しております。

2.消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております缶

H.貸借対照表等に関する注記

1,有形固定資産の減価償却累計額

1【 株主資本等変動計算喜に関する注記

1,発行済株式総数

Ⅳ 一株当たり情報に関する注記

1,一株当たり純資産額は、102,034,40円 であります。

2 -株当たり当期純利益は、1,181.54円であります。

221,103,361円

1,0001未

以  上

●
●T●
TFC
Q56440
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√
ｔ

監 査 報 告 書

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日 までのマリーナ上

越株式会社第 26ダ翻事業年度の貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書に関する議案及び添付明細書を監査した結果、

適法かつ正確であると認めます。

令和 6年 す 月ユ1日

駐と審 籍 八澤 臭 則 鱒
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自

至

６

・
７

年

年

日

日
．

１

　

１３

月

月

４

３

令奉霞 6年  5月  1◇ 日

マリーナ上越 株式会社

協力 税理士法人 ケイ rフパー トナーズ

中小企業経営力強f協支援法lE基づく

繰奮革新等支緩機関
【報定機関

'自
オ務局 t経済産業局】

・薇
蕉
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商 号 :マ リーナ上越 株式会社

目 標 損 益 計 算 書
第27期 (令和 6年 4月 1日 ～令和 7年 3月 31日 ) 1買

イ乍歳 :R6 5,13(10:39)
(単位 :千円)

の

「対

に

＊

し

定 科 目
次期計陣!

(A)

1言静茂ナヒ 構 成当期実績

(B)

注額
Ｄ一
差
徹

紺 比

備  考

収入地

1411 3

4111

4112

4114

4115

0.8660.

0:   00

48 524

6.740

0   0.0

60.0

8,3
25,0051   30,9
660.    0.8 *0

0

*

*

l 0475

60

100,0

100,9

0

士妬

上

一局

81,960 100,0 80、 9301  100.0 1.029 101.3i

ノ~し

_L

原

価

5216
3

52 1

1521 2

52 1

5273

5111 1,

22) 935
0,0

24
28.0

1

0

28 6

0.0

羊

0 0.0 01  0.0 0

1,9001    2.3 1, 96.6
23,0011   28.1 22.738 28 1 262 101.2
58,9591   71,9 58,191 719 7671  101,3

0

0

95.8

-58

-18

0

0

6

01

600

0

8.1

0   00

0     0

― 拙 十一群浄
58

0

0 1   0.0

0.0

0.1

0.0

1.990 141.9 業

-9021   84.2

2

104.0 *
-67    95,4

51  100,2

750

0.5

7 593

413

5,9

11 195

3.4

9.4
13.8

0

0

8

3

3

744

653

37

*

105.2 | *

5

104.9 *

100,0

07.2

96.6
27
-13

46.

41

32

0.9

0.0 010

11

６‐２

一
７６２

一

２

，
一　

一

0.0 8

345

180.91 *
l17.71 *

51 106.9 *

0

0

99.7

01
|

7上型9_1 912
550+

2,600

800

6,

2

0

400

3.7

0.5400

3,2
10

0,00

0.020

2.8

1,0800

500

7401    8 2

1,

0,9

60

2.2

0,7

2 300

9001 3

5.9

0.0

1,7

01

0+

0

506

00

0,0

6

0

748
2.4

01

0,9
3.5

-6 98_7

― ス

販

売

費

及

び

一

般

管

理

費

i611

他の販売費の 6 11 7

6 ll 8

2

3

6214

6234

l62 7

6222

6119

6231

6229

6225

6111
6311

6112

6114
6115
161

6211
6232

6226

6312

6215

6216

8

6219
6221

6223

6227

6228

16233

56.200 68 6 55 920:   69 1 279 100.5
業 利 益 (換 矢 ) 2,7591    3.4 2,2711    2.8 4871  121.5

*

業
外
収
益 7118

7113

7114

7111
7112

0ヽ

1 6 0

11     0

0,0

201、 588

21  00 -1 34.2

0

*

1.601 2_0 1,5901    2.0 10 100.6 *

営

業

外

費

用 7519

7515

7512

7513

17511

7518

1751

0:   0.0

1  0.0

1_ 9:Q
1   1,7

0

0

1、 400 1.4751    1 8

0 0.0

0   00
0   0,0

94,9

0

0
-76

1.400 1.7 1,4751    1.8 -75 94.9
畠常 利 益 (す員矢 ) 2,960 3.6 2.3871    2.9 572 124.0

税理士法人_lζ_イワパ~トナーズ


